別紙2

提出書類一覧
	NO
	項　　　目
	備　　考
	書式

	1
	提案書
	事業計画提案書
	様式1

	2
	定款
	最新のもの
	

	3
	法人登記簿謄本
	３ヶ月以内に発行された法人の登記事項全部証明書
	

	4
	印鑑証明書
	３ヶ月以内に発行された法人の印鑑証明書
	

	5
	法人の概要
	法人代表者（又は地域密着型サービスの責任者）の経歴

既存施設の運営状況
	様式2

	6
	役員等名簿
	最新のもの
	様式3

	7
	誓約書
	介護保険法第７８条の２第４項各号及び第１１５条の１２第２項各号に該当しない事を誓約する書面または、介護保険法第７８条の２第４項各号に該当しない事を誓約する書面
	様式4－1
（4－2）

	8
	決算書
	直近３年間の決算書
	

	9
	収支予算
	収支見込予算シミュレーション
直近３年間分の収支見込みと初年度の年間収支一覧表を作成すること。
	様式5－1
様式5－2

	10
	資金計画書
	事業費の財源内訳
	様式6

	11
	事業スケジュール
	開設までのスケジュール

整備年度に合わせ、指定年月を踏まえ作成してください。
指定申請書を提出してから指定までの期間は、２ヶ月として計画してください。
	様式7

	12
	予定地状況
	施設予定地及び建物の状況

用地、建物を賃貸借する場合は、契約相手方からの事業実施継続協力誓約書（様式は任意）を添付すること。
	様式8

	13
	公図
	公図の写しには、該当する敷地の土地の筆をマーカー等で明示すること。
	

	14
	土地の概況写真
	建設予定地を周囲4方向から撮影したもの。
	

	15
	位置図、建物配置図・各階平面図・立面図
	平面図には、主要な部屋の面積と廊下幅（内法寸法）を記載すること。


	

	16
	土地登記簿謄本
	土地、家屋の登記事項全部証明書（借地・借家の場合も含む）
	

	17
	土地売買（賃貸）契約確約書等

建物賃貸契約確約書　
	該当する書類を、例に従って作成すること。

借地、借家の場合は、当該事業の存続に必要な期間の地上権又は賃借権３０年を設定すること。
	様式9

	18
	抵当権設定状況
	建設予定地の抵当権設定状況一覧表

権利が末梢される予定であることを確認できる書類を添付すること。
	様式10

	19
	事前協議報告書
	事業予定地事前協議報告書

協議をした担当部署ごとに作成すること。
協議が必要な部署については、別紙３を参照すること。
	様式11

	20
	地域住民説明経緯
	説明する近隣自治会等については、添付の図を参考にすること。
	様式12

	21
	備品一覧
	備品の数量及び単価
	様式13

	22
	人件費（職員）内訳
	
	様式14

	23
	提案具体説明書
	片面印刷で最大で２０頁までとします。
	様式15

	24
	納税証明書
	国税、市県民税の納税証明書

（過去３か年分、公募申込前３か月以内に発行されたもの）。
ただし、納税義務がない法人については、「納税義務がない旨の申出書（様式自由）」を提出してください。
	


※№2、8、17については、原本証明が必要となります。
